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１． 開　　　題

　労働基準か今日問題となるのは，その基準の水準変更 ・低下か強行されるこ

とによる 。

　この水準変更 ・低下は，現代資本主義をそれたらしめているという完全雇用

制度と杜会保障制度の見直しによっ てもたらされたものである。すなわち完全

雇用制度の見直しは，完全雇用基準としての失業率引き上げであり ，したが っ

て失業者の増加をもたらす。この失業者の増加が，就業者の搾取率の上昇を結

果し，労働基準の水準低下となる。また杜会保障制度の見直しは，保障基準と

しての保障率を引き下げることによっ て， 国民所得ないし国民総生産にたいす
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
る杜会保障費の割合すなわち杜会保障水準を切り下げる 。

　このような完全雇用制度と杜会保障制度の見直しは，失業者の増加と保障率

切り下げによる就業強制をもたらし，そのもとで不完全就業を拡大し増加させ

る。 失業者の増加と不完全就業者の増加は，就業者への搾取を強めさせるとと

もに，本質的には失業者（半失業者）たる不完全就業者にたいし搾取を拡大し

強めることになる。こうして搾取強化による剰余価値率の変動にともな って労

働基準が，問題になる。なお就業老の剰余価値率か失業考の増加とともに高く

なるということは，資本主義杜会の労働基準における経済学的内容の基本的問

題である 。

　また最近の労働基準法の一連の「改正」は，「労働市場の弾力化」を目指す

規制緩和，行政改革のあらわれである。労働力の需給に応じて賃金が変動し ，

賃金の変動に応じて労働力の需給が変動するような労働市場の「弾力性」は ，

賃金の　般的変動を保証する相対的過剰人口機能を確保し，賃金の自由な市場

価格としての決定を保証することにより労働市場機能を回復する。したかって

この「労働市場の弾力化」を目指す労働基準の「改正」は，失業率の引き上げ

であるとともに労働市場政策の規制緩和となる。そこで今日の一連の労働基準

法「改正」の結果は，就業と労働に関する労働者の既得権を喪失させるもので

ある。しかもこの既得権は，労使間のギフ ・アノト ・テークである「交換的」

ないし「譲歩的」団体交渉によっ て返上され，労使の「自主交渉 ・自主決定」

が労働基準の保障水準を引き下げること ，またこうしたことを可能にするよう
　　　　　　　　　　　　　　　　２）
な労使関係の制度化が進められている。なお，この制度化は法的規制を緩め ，

手続と手順を重視することを基本として，各交渉 レベルの労使の自主性を尊重

する行政方針のもとで成立 ・展開する。こうして労働基準の保障水準の引き下

げ， それに結ぴついた労使関係の制度化において，労働基準が，問題となる 。

なお保障水準の変更は，労働老の権利にかかわるものであり ，それは労働基準

の法 ・制度的内容として権利の問題となるのである 。

　以上のように経済学的，法 ・制度的内容において，労働基準に関する問題が

登場する杜会的状況がある。ところがこれまでの杜会政策論や労働問題に関す

　　　　　　　　　　　　　　　　（４８８）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
る諸理論は，どちらかといえぼ労働基準の立ち入った検討を看過してきた。ま

たそれを検討した場合でも ，労働基準の経済学的内容と法 ・制度的内容とを切

り離してしか取り扱わなか った。しかもその経済学的内容は，賃金，労働時間 ，

労働密度などを労働保護の諸要素として個 々に検討するものであ った。また労

働基準は，工場法の内容として法 ・制度的に検討されてきたために，労働者保

護の制度的領域と保護基準およびその実効性が中心の課題とされてきた。さら

に保護の制度的領域と保護基準およぴその実効性か取り上げられることにおい

て， 労働基準は権利問題とされてきた 。

　しかし今日の「労働市場の弾力化」によっ てもたらされる労働基準の水準変

更は，もちろん水準変更それ自体か労働者権利にかかわるという意味で問題て

あるが，労使関係の「制度化」に起因して変更される権利の内容とその領域か

らすれば，保護の制度的領域を個別にとらえることと保護基準およびその実効

性というこれまでの分析論理では不充分である。つまり「労働市場の弾力化」

は， 労使関係の制度的「改革」と結び付いたものであり ，また完全雇用制度と

杜会保障制度の見直しによる保護水準の低下を伴うものであ って，それゆえに

今日の労働基準問題は，たんに基準水準の変更問題だけではない。「労働市場

の弾力化」にもとづく労働基準の今日的問題は，保護水準の低下による搾取強

化ということからして，就業者の労働基準が失業者の存在によっ て規定される

という側面を考慮しなけれはならず，その意味で労働基準の経済学的内容を鮮

明化する必要かある。しかもその経済学的内容として，労働基準の水準を規定

する諸要素を，賃金問題として解明する必要がある。賃金制度と労働基準のこ

の問題は，直接的には最低賃金，失業率と基準水準の関係の問題てある。つぎ

に労働基準が制度的に保障される労働者権利であるところから，権利水準とし

て基準保障体系（領域），保障基準と実効性が問題解明の内容となる。そして

最後に，基準形成のシステムとその形成過程が取り上げられねぼならない 。

　以上が本稿の課題であり ，分析の視点および課題である 。

　　１）杜会保障研究所編『杜会保障水準基礎統計』東洋経済新報杜，１９７３年，まえが

　　　き ，１Ｖぺ 一ジ 。

（４８９）
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　２）三好正巳編著幌代日本の労働政策』増補版，１９８８年，補論参照 。

　３）少ない中で，杜会政策論として労働基準について包括的に論じたものとしては
，

　　荒又重雄ｒ現代の労働基準と基準政策」（西村害谷通編著『現代のなかの杜会政策』
，

　　 ミネルヴ ァ書房，１９８５年所収）がある 。

２． 労働基準の経済学的内容

　１）労働基準と価値法則

　資本主義における労働基準は，直接的には分配 ・交換としての特殊性に属す
　１）

る問題である。それはまた資本と労働との間の交換（労働力商品の交換）比率に

ほかならない。したがって労働基準は，まず何よりも労働賃金に集約して表現

される。この労働賃金が集約的に表現する労働基準の内容は，生産が分配，交
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
換（流通），消費にたいする一般的関係においてその領域を規定される。すな

わち分配と交換という特殊性の領域に属する問題である労働基準は，それは一

面では生産に促進的作用を及ぽす。なぜなら　般的にいっても ，労働基準がそ

こに属する分配は，自然法則に規定される生産にたいし，分配はその対象を杜

会諸法則に規定されるものとして杜会的偶然に規定され，多かれ少なかれ促進

的な作用を生産に及ぽすことができるからである。また他面では交換の領域に

関連して，形式上杜会的運動として生産と分配を媒介し，すでに分配されたも

のを個々人の欲望にしたがって再び分配することで，労働基準のこの領域も生

産の契機となる。つまり分配 ・交換としての特殊性に属するものとしてとらえ

られた労働基準は，生産に関連してこそ経済学的な意味をもつものであり ，労

働者の消費生活にかかわることにしても，消費が出発点の生産に反作用する限

りで経済学の対象となるものである。消費生活それ自体は，本来的には経済学

の対象外にある 。

　労働賃金として集約的に表現される交換比率としての労働基準は，労働力商

品の消費が商品の生産にかかわることつまり生産的消費されることにおいて ，

ある使用価値をもっ た商品の価値の大きさを規定する価値形成実体である労働

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４９０）
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に関しての質量両面の規定条件へと転回する。ということは，労働基準か，正

確には価値形成実体である労働の規定条件によっ て逆に規定されていることを

意味する。また，価値の実体をなす労働は，「等　の人間労働」てあり ，「同一

の人間労働力の支出」である。この「同一人間労働力」は，商品世界の価値に

表されている杜会の全労働力を構成する無数の個人的労働力から成り立ってい

る。「これら個人的労働力のおのおのは，それが杜会的平均労働力の性格をも

ち， またこのような杜会的平均労働力として作用し，したが って，一商品の生

産においてもただ平均的に必要な，または杜会的に必要な労働時間をのみ用い

るというかぎりにおいて，他のものと同一の人間労働力なのである」（マルクス

『資本論』岩波文庫版，第一分冊，７４べ一ジ）。「個人的労働力」が，「同一の人間労

働力」として杜会的 ・平均的な労働力となるための要件が，この「個人的労働

力」にとっ ての労働基準にほかならない。したがって表現を変えれぼ，労働基

準とは，価値形成実体としての労働という内容のもとで，「個人的労働力」が

うける杜会化 ・平均化の規定条件である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　労働力商品の交換比率を媒介にして，「個人的労働力」か，「同一の人間労働

力」として杜会的 ・平均的な労働力となるということにおいて，労働基準は価

値法則の問題である 。

　そこて「個別的労働力」は，「同一の人間労働力」として杜会的 ・平均的な

労働力となるとともに，ｒ有用な私的労働」としてｒ杜会的分業の自然発生的

体制の構成分子」となり他の「有用な私的労働」と交換されることて「一重の

杜会的性格」が与えられる。そしてこの「有用な私的労働」としての他の「有

用な私的労働」との交換において，「個別的労働力」の労働基準の量的規定か ，

質的規定を前提にして同時に与えられる。その場合に労働基準は，ｒ有用な私

的労働」の杜会的性格が労働生産物の商品形態においてしか表現されないとい

う商品の物神性の「神秘」において，杜会化 ・平均化の規定条件となる。しか

しこのような規定をうけたｒ個別的労働力」は、さらに労働力商品の交換比率

として市場の条件に規定される。市場条件に規定されるのは，労働力商品の価

格の変動であ って，この価格変動が労働基準に与える影響を明らかにしようと

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４９１）



　１０８　　　　　　　　　　立命館経済学（第３７巻 ・第４ ・５号）

すれば，労働商品の交換そのものの解明が必要であり ，したがってそれは，労

働力商品の交換を，資本と労働のあいだの交換におげる特殊な問題としての解

明から始めねばならない。資本と労働のあいだの交換では，「所有と労働の分

離」が生じ，商品生産の所有法則が資本主義的領有法則へと法回する。商品生

産と商品流通とにもとづく取得の法則または私有の法則は，資本家と労働者の

あいだで最初の操作として現れた等価交換が外観的なものでしかなく ，内容的

には「資本家かたえず無等価で獲得する，すでに対象化された他人の労働の一

部を，たえず再びより多量の活きた労働と交易する」（前掲瞭本論』第三分冊
，

１３０ぺ一ジ）のである。労働力商品の市場の条件に規定された価格変動は，労働

基準そのものにかかわるものではない。この価格変動のもつ意味は，労働力の

部門間配分を規定するものでしかない。問題なのは労働力商品の交換（資本と

労働との）そのものである。したがってもし労働者が，資本家とのあいだでそ

の取り分を増加させようとすれば，資本機能を規制すること ，この規制を通じ

て労働力商品の消費の在り方を規制する以外に道はない。その限りで労働基準
は， 労働力の価値（支払い労働に相当する）を杜会的に不変なものとして労働の

価格によっ て表現される労働の総支出量（支払い労働と不払い労働の総和）に規

定されている 。

　そこで労働基準にたいする規制を考えるとしたら，労働力の価値補填を前提

として，杜会的に必要な総労働量を「個別的労働力」に配分する場合の在り方

を規定することである。この配分に当たっては，就業者と失業者との比率が重

要な意味をもつ。なぜなら失業者が大量に存在する場合は，就業者の搾取率が

高くなるからである。したがって就業者の労働規制（労働力商品の消費規制）は
，

失業者を減らし完全雇用のもとで杜会的に必要な総労働量を「個別的労働力」

に配分することを意味する。それは資本機能の規制なしには考えられない。以

上が，労働基準の基準水準にかかわる問題である
。

　価値法則に規定される労働基準は，剰余価値すなわち資本主義の領有法則を

媒介として貫徹する。それは，価値法則が商品交換の基本法則である限り ，商

品交換がもっとも発展したところにおいて資本の成立をみ，資本と労働の交換

　　　　　　　　　　　　　　　　（４９２）
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のもとでこそ貫徹するものであることによる。労働基準をたんに直接に剰余価

値ではなく ，価値法則と結び付げて把握したのは，労働基準を杜会的に必要な

総労働量を「個別的労働力」に配分する基準としてとらえ，就業者の労働規制

の意味を明確にしようとしたからである。剰余価値率の引き下げは，「個人的

労働力」に直接結び付けるのではなく ，総労働力に関連させるべきである 。

　　１）マルクスは，「こうして，生産，分配，交換，消費は，一つの方式にかな った

　　　推論をなしている。生産は一般性であり ，分配と交換とは特殊性であり ，消費は

　　　個別性であり ，それで全体が結合している」（傍点は原典，以下断らなげれば同

　　　じ）という（カール ・マルクス，高木幸二郎監訳『経済学批判要綱（草案１８５７～

　　　１８５８年）』第一分冊，大月書店，１９５８年，１１ぺ 一ジ）。

　　２）「生産は直接に消費であり ，消費は直接に生産である。それぞれは直接にその

　　　反対物である。だがそれと同時に，両者のあいだには一つの媒介運動がおこなわ

　　　れる。生産は消費を媒介し，消費の材料を生産するのであ って，生産がなけれぽ

　　　消費はその対象を欠くことになる。だが，消費もまた生産を媒介する。消費が生

　　　産物にたいしてはじめて主体を創造し，その主体にとって生産物は生産物だから

　　　である」（前掲『経済学批判要綱』第一分冊，１３ぺ 一ジ）。「分配の仕組みはまっ

　　　たく生産の仕組みによっ て規定されている。分配は，それ自体が生産の産物であ

　　　る。それは，ただ対象の点からみて，生産の結果だけが分配されるということぼ

　　　かりでなく ，また形態の点からみて，生産への参与の一定の仕方が分配の特殊な

　　　彩態を，分配に参与するその形態を規定するということである」（同上書，１７べ

　　　 一ジ）。「流通自体は，交換のある一定の契機にすぎないか，それともまたその総

　　　体として観察された交換にすぎない。交換が，生産と生産によっ て規定された消

　　　費をともなう分配とのあいだの媒介的契機にほかならないかぎりでは，だがこの

　　　消費自体は生産の一契機として現れるかぎりでは，交換もまた明らかに生産のう

　　　ちに契機としてふくまれている」（同上書，２０べ 一ジ）。

　　３）商品交換が十分に発達した杜会では，私的労働は「二重の杜会的性格」をあた

　　　えられる。すなわち一方では，「特定の有用労働」として「杜会的分業の自然発

　　　生的体制の構成分子」として，他方では，それぞれの「有用な私的労働」が他の

　　　「有用な私的労働」との交換を通じ「抽象的に人間的な労働としてもっ ている共

　　　通な性格に約元される」（拙稿「現代資本主義と労働基準」（１）， 『立命館経済学』

　　　第３２巻第４号，１９８３年１０月 ，６べ 一ジ）。

（４９３）
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　２）賃金制度と労働基準

　ａ　最低賃金と労働基準

　資本主義の労働基準は，資本と労働との間の交換比率として労働賃金に集約

的に表現される。労働基準か労働賃金に集約的に表現されるということは
，

「個人的労働力」にとっ ての労働基準であり ，それは支払労働と不払労働を合

わせたものとして基準が形成されることを意味する。すなわち労働賃金の基本

的性格は，支払労働に対応する労働力の価値が支払労働と不払労働を合わせた

労働の価格として現れるところにあるか，労働基準は，この基本的性格によっ

て規定（質的規定）されるということである。いま労働力の価値どおりに労働

賃金が支払われたとして，資本が剰余価値生産を増やそうとすれば，一つには

労働強度が一定であると前提した場合に労働時間を延長するか，もう一つは労

働力の価値そのものを低下させるしかない。したがって労働賃金に集約的に表

現される労働基準は，労働時問（支払労働と不払労働を合わせた労働）と労働力の

価値（支払労働）をもっ て基準水準を形成（量的規定）することになる 。

　ところで労働強度は，労働基準として特殊な問題をもっ ている。すなわち

「労働の強度の増大は，同じ時間内で，労働支出か増加することを意味する 。

したがって，強度の高い労働目は，同じ時間数の強度の低い労働日よりも ，よ

り多くの生産物に物体化される」。 この場合には，労働の生産力が高められた

のとは違って，「生産物は以前と同じ量の労働を要するので，その価値はもと

もと変わらない」で，生産物の価格が下落することなく ，生産物の数が増加す

る。 したがってたとえは「強度のより高い１２時間労働日は，普通の強度の１２時

間労働日のように６シリソグではなく ，７シリング，８シリソグ等において表

示される」（前掲『資本論』第三分冊，３３～３４べ 一ジ）。 しかし「労働の強度が，す

べての産業部門において同時に，そして同程度に高められるとすれぱ，新たな

より高い強度か，普通の杜会的標準程度となり ，したかって，外延的な大いさ

としては数えられなくなるであろう 。しかし，このばあいにも ，労働の平均強

度が国民によっ て異なることには変わりなく ，したが って，異なる国民的労働

日への価値法則の適用は，この平均強度によっ て変更を加えられるであろう」

　　　　　　　　　　　　　　　　（４９４）
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（同上書，３５ぺ 一ジ）。 労働強度が，すべての産業部門において同時に，そして同

程度に高められ，新たなより高い強度か普通の杜会的標準程度となれは，労働

基準としての労働強度は，労働時間の中に含まれて表示されるようになる。労

働強度は，産業部門間で違う場合にのみ，労働基準としてその平準化かあるい

は独自の基準水準か問題になる 。

　労働基準としての労働時間は，労働日の問題である。労働日は，二つの方向

に向かって変化しうる。それは短縮または延長されうる 。

　労働の生産力と強度を不変とした場合の労働日の短縮は，労働力の価値を変

動させないで，剰余労働と剰余価値を縮小させる。剰余価値の絶対的大いさと

ともに，その相対的大いさも ，すなわち労働力のもとのままの価値量と比較し

たその大いさも ，減少する。資本は，労働力の価格を，その価値以下に圧し下

げることによっ てのみ，損害を避けうる。しかし現実においては，労働の生産

性と強度の変動が，労働日の短縮に先行するか，または直ちにこれに続いて起

きる（同上書，３６べ 一ジ）。

　労働日の延長は，労働力の価格か不変てあるとすれは，剰余価値の絶対的大

いさとともに，その相対的大いさも増大する。労働力の価値量は，絶対的には

不変てあるにもかかわらず，相対的には減少する。労働力の価値における相対

的な大いさの変動は，剰余価値の絶対的な大いさの変動の結果なのである 。

「労働日が表示される価値生産物は，労働日自体の延長とともに増大するので

あるから，労働力の価格と剰余価値とは，増加分が等しいか等しくないかは別

として，同時に増大しうる。したか って，この同時的増大は，二つのはあいに

可能である。労働日の絶対的延長のばあいと ，かかる延長がなくても労働の強

度か増大するはあいと」（前掲『資本論』第三分冊，３６～３７へ一ノ）である 。

　こうして労働日は，短縮と延長のいずれにおいても ，剰余価値量に影響する 。

また労働日の短縮と延長が剰余価値量に影響することは，労働力の価格に影響

することでもある。労働日が延長されるとともに，労働力の価格は，たとえ名

目的には不変てあるか，または騰貴さえしても ，その価値以下に下落しうる 。

というのは労働力の日価値は，「その標準的な平均持続，または労働者の標準

　　　　　　　　　　　　　　　　（４９５）
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的生存期間に基づいて，またそれに相応する，正常な，人間の本性に適当な ，

有機体物質の運動への転化に基づいて評価される」からである。「労働日の延

長と不可分の労働力の消耗の増大は，ある点までは，代償の増加によっ て補償

されうる。この点を超えれは，消耗は幾何級数的に増大し，同時に労働力のす

へての正常な再生産条件と活動条件か破壊される。労働力の価格と労働力の搾

取度とは，相互に釣合っている大いさではなくなる」（前掲［資本論』第三分冊 ，

３７べ 一ジ）。 ここに労働基準としての労働日の，労働時間としての限界がある 。

　労働時間と「普通の杜会的標準程度」をはずれた場合の労働強度は，したが

ってこれらの労働基準は，結局のところ労働力の価値に影響する。その意味で

も労働基準は，労働力の価値が労働の価格として表われることの内に示される

問題として，労働賃金の問題に帰着する。しかも労働時間と労働強度の増大は ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
労働力の価値を価値以下に引き下げることになるわけで，しかも代償の増加で

も補償されない限界点がある以上は，労働基準の限界がしたがって労働日の大

きさを前提として労働賃金の最低限があるということである 。

　労働賃金の最低限界は，「労働者か彼の労働力を維持し再生産するために得

なけれはならない生活手段の肉体的最低限によっ て， したがって一定量の諸商

品によっ て， 与えられている」。 しかし「労働力の現実の価値は，この肉体的

最低隈からは，はなれてくる。それは風土と杜会的発展の程度とによっ て異な

る。 それは肉体的欲望にかかるのみでなく ，第二の自然となる歴史的に発展し

た杜会的欲望にもかか っている」（前掲［資本論』第九分冊，７７べ 一ジ）。 労働基

準にもとつくところの最低賃金は，肉体的最低限ではなく ，杜会的欲望をも含

んだものである。したがってこのような最低賃金は，杜会的に保障される仕組

みを必要とする 。

　労働賃金と資本蓄積の関係は，つぎの課題である 。

　　１）労働賃金の価値以下への引き下げは，高い地代率とそれに対応する土地価格の

　　　高騰のもとで，農業労働者の労働賃金の一部が，土地所有者に支払われる場合に

　　　も起きる（前掲［資本論』第八分冊，２８べ 一ジ）。

　　　　また細分地農民にとって搾取の制限として現れるものは，小資本家であるかぎ

　　　りでは，資本の平均利潤ではなく ，土地所有者であるかぎりでは，地代の必要で

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４９６）
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もない。小資本家としての彼にとっ て絶対的制限として現れるものは，本来の費

用を控除した後に彼が自分自身に支払う労働賃金以外の何ものでもない。生産物

の価格が彼にこれを保証するかぎり ，彼は彼の土地を耕作し，往々にして労働賃

金の肉体的最低限に達するまでそうするてあろう（同上室，３１６へ 一ノ）。

　ｂ ．失業と労働基準

　資本の増加が労働考階級の運命に及〃ます影響のもとでの労働基準が，ここで

の問題である。また労働基準か，労働賃金に集約的に表現されるということか

らすれは，ここての問題は資本主義的労働賃金法則にかかわって解明されねは

ならない問題である 。

　資本主義的生産様式においては，剰余価値の生産，すなわち貨殖が，この生

産様式の絶対的法則である。労働力は，それが生産手段を資本として維持し ，

それ自身の価値を資本として再生産し，そして不払労働において，追加資本の

源泉となるものを供給するかぎりにおいて，売られうるものである。したが っ

て「労働力の販売の諸条件のうちには，それが労働者にとっ て有利であるか不

利であるかに係わりなく ，労働力の不断の再販売の必然性と ，資本としての富

のたえず拡大される再生産とが含まれる」。 「労働賃金は，その性質上，つねに

労働者の側におげる一定量の不払労働の提供を含んでいる。労働価格の低下を

伴う労働賃金の騰貴は全く別としても ，労働賃金の増加は，せいぜい労働者が

なざねばならない不払労働の量的減少を意味するにすぎない。この減少は，そ

れが制度そのものを脅かすに至るような点までは，決して進行しえない」（前

掲『資本論』第三分冊，１８９べ 一ジ）。 資本の蓄積においては，一つの場合には ，

蓄積の進行を妨げずに労働賃金か騰貴することかありうる。この場合には，不

払い労働の減少がけっして資本支配の拡大を妨げるものではない。また第二の

場合には，労働賃金の騰貴の結果，利得の刺激か鈍くなるので，蓄積が衰え ，

減少することもある。しかしその減少とともに，その減少の原因が消滅する 。

資本と搾取される労働力とのあいだの不均衡が消減し，資本主義的生産過程の

機構が，自分で一時的につくりだす障害を，みずから除去する。労働賃金は ，

ふたたび資本の価値増殖欲望に適応する水準まで低落する。第一の場合には ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（４９７）
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「労働力または労働者人口の絶対的または比例的増加の減退が資本を過剰にす

るのではなく ，逆に資本の増加が，搾取されうる労働力を不充分にするのであ

る」。 第二の場合には，「労働力または労働者人口の絶対的または比例的増加の

増進が資本を不充分にするのではなく ，逆に資本の減少が，搾取され得る労働

力またはむしろその価格を過剰にするのである。資本の蓄積におけるこの絶対

的諸運動こそ，搾取されうる労働力の量におげる相対的諸運動として反映する

ものであり ，したがって，労働力の量自体の運動に起因するかのように見える

ものである。数学的表現を用いて言えば，蓄積の大いさは自変数，賃金の大き

さは他変数であ って，その逆ではない」（同上書，１９１ぺ 一ジ）。

　「『自然的人口法則』と称するものの根底に横たわる資本主義的生産の法則は
，

簡単に次のことに帰着する。資本，蓄積およぴ賃金率の間の関係は，資本に転

化された不払労働と ，追加資本の運動に必要な追加労働との関係にほかならな

い。 したがってそれは，二つの相互に独立した大いさの，すなわち一方におけ

る資本の大きさと ，他方における労働人口の数との関係ではなく ，むしろ結局

は， 同じ労働者人口の不払労働と支払労働との関係であるにすぎない。労働者

階級によっ て供給され，資本家階級によっ て蓄積された不払労働の量が，支払

労働の異常な追加によらなければ資本に転化されえないほどに急速に増加する

ならば，賃金は騰貴し，そして他のすべての事情が同じであるとすれば，それ

に比例して不払い労働は減少する。しかしこの減少は，資本を養う剰余労働が

もはや標準的な量をもっ ては供給されなくなる点に触れるや否や，反動が始ま
　　　　　　　　レヴエニユー
る。 資本化される収入部分は小さくなり ，蓄積は衰え，賃金の上昇運動は反

撃を受ける。したがって，労働価格の騰貴は，資本主義制度の基礎を侵害しな

いのみではなく ，増大する規模におげるその再生産をも保証する限界内に，閉

じ込められている」（同上書，１９２ぺ 一ジ）。

　このように資本関係の不断の再生産と絶えざる規模拡大の再生産に重大な脅

威を与えるような労働の搾取度の低下または労働賃金の騰貴は，資本主義的蓄

積の本性によっ て排除される。したがって労働基準は，資本の蓄積に規定され

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　（４９８）
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　ところで労働生産性は，一人の労働者か与えられた時間内に労働の同じ緊張

をもっ て生産物に転化する生産手段の相対的分量で表現される。その生産手段
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
の量は彼の労働生産性とともに増大する。この労働の生産性の増加は，それに

よっ て動かされる生産手段の量に比した労働量の減少として現れる（同上書 ，

１９４へ 一ソ）。 すなわち資本蓄積の進歩　　それは資本の集積　集中として現れ

るか　　は，可変資本部分の相対的大いさを減少させる。もちろんそれは，そ

の絶対的大いさの増大を排除しはしない。この資本の可変的構成部分の相対的

減少は，総資本の増大とともに促進され，総資本自体の増大よりも急速に促進

される。しかも可変資本の増減は，就業者数の増減に精確に対応するものでは

なく ，「一方ではより多くの可変資本か，より多くの労働者を募集することな

くして，より多くの労働を流動させ，他方ては同じ大きさの可変資本か，同じ

量の労働力をもっ て多くの労働を流動させ，最後により高級な労働力を駆逐す

ることによっ てより多くのより低級な労働力を流動させる」（同上書，２１６～２１７

へ一ソ）。 こうして過剰労働者人口か，資本蓄積の進行とともに累積する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
　この相対的過剰人口ひいては産業予備軍の膨張と収縮によっ て労働賃金の一

般的運動は規定される。したがって「それは労働者人口の絶対数の運動によっ

て規定されているのではなく ，労働者階級が現役軍と予備軍とに分たれる比率

の変動によっ て， 過剰人口の相対的大いさの増減によっ て， それがあるいは吸

収され，あるいは再び遊離させられる程度によっ て， 規定されているのであ

る」（同上書，２１９べ 一ジ）。

　失業の圧力は，就業者により多くの労働の流動化を強制する。こうして就業

者の労働基準は，失業者の存在と不可分のものとなる。したがって就業者と失

業者との計画的協力が，労働組合等にとっ て必要なものであることになる 。

　　１）　この生産手段は，二重の役割を演ずる。「ある生産手段の増大は，労働の生産

　　　性の増大の結果であり ，他の生産手段の増大は，その条件である」（前掲［資本

　　　論』第三分冊，１９４べ 一ジ）。

　　２）過剰人口か，資本蓄積の必然的産物であるとすれは，この過剰人口は，資本主

　　　義的蓄積のてことなる。「それは，あたかも資本自身の費用で育成されたかのよ

　　　うに，全く絶対的に資本に属する，自在に動かしうる産業予備軍を形成する」

　　　　　　　　　　　　　　　　（４９９）
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　　（前掲［資本論』第三分冊，２１０べ 一ジ）。

３． 労働基準の制度的保障

　１）労働基準と権利

　労働基準の経済学的内容については，これまでに明らかにしてきた。すなわ

ち労働基準とは，価値形成実体としての労働という内容のもとで，「個人的労

働力」がうける杜会化 ・平均化の規定条件である。加えて「個別的労働力」が ，

「有用な私的労働」として「杜会的分業の自然発生的体制の構成分子」となり ，

他の「有用な私的労働」と交換されることで与えられる「一重の杜会的性格」

において，「個別的労働力」にたいする労働基準の量的規定か与えられる 。「個

別的労働力」にたいする労働基準のこのような規定性は，労働力商品の市場に

おける価格のなかに表現される。すなわち労働力の価値ではなく労働の価格に

おいて表玩される。したがって労働の価格に表現される労働基準は，労働力商

品の交換におげる契約条件として表示されることになる 。

　労働力商品の交換における契約すなわち労働契約は，　般の商品売買と同じ

く自由対等な当事者による自由な契約をとおして契約内容の決定か予定される

ものである。しかし資本主義杜会の現実においては，労働者か使用者と対等な

当事者関係に位置することはできず，歴史的な事実としても労働者は，使用者

が一方的に決定する労働条件にしたかって契約を結はざるをえなかった。労働

者は，長時間労働，低賃金と苛酷な労働のもとで生存すら脅かされ，こうした

状態にたいして長い低抗を続げてきた。労働者の低抗は，労働条件の法定基準

の設定，労働者の由結と団体行動の法認を求める運動として展開された 。

　労働者と使用者の当事者関係である労働関係は，市民法との関係において市

民法原理の修正を受けるはあい，市民法が私的所者権の保障，契約の自由およ

び過失責任主義を基本原理とすることから，労働条件の最低基準の法定（工場

法ひいては労働基準法），労働災害にたいする使用者の労災補償責任と強制保険

　　　　　　　　　　　　　　　　（５００）
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による補償（労働安全衛生法など），失業と雇用にたいする国家サービスと補償

（職業安定法，職業訓練法など），労働者の団結を許容する（労働組合法など）立法

を実現させた（菅野和夫『労働法』法律学講座双書，弘文堂，１９８５年，１～３べ 一ジ）。

　労働契約関係について，従来からの主張である従属労働関係規制論による理

解にかえて，その　般的特色を「誠実配慮の関係」，「組織的労働性」（組織的労

働の基準と規律），「契約内容の白地性と弾力性」，「労働者の従属性」の諸点に

求める見解がみられるようにな った（前掲『労働法』 ，６０～６１べ 一ジ）。 「労働者の

従属性」は，その他の特色に規定され「企業秩序定立権」や使用者の配慮義務

にたいする労働者の忠実義務と抱き合わされることにおいて，そこては契約的

性格から見直される 。

　労働関係について，契約的性格を重視し，「労働者の従属性」と「企業秩序

定立権」とか，また使用者の配慮義務にたいする労働者の忠実義務とか抱き合

わされるのは，生産と労働について職場におげる労働組合の関与と介入を否定

し排除することを狙ったものと推測される。職場における労働組合の関与と介

入を否定し排除することは，職場労使関係の新しいシステム を形成することと
　　　　　１）
相関している。新しいシステムとして形成を意図される職場労資関係では，職

制， 組合，職場会議，小集団活動などが機能分化しながら，総体として職場労

使関係をなりたたせ，「たとえは日常的な作業に関しては職制へ，労働条件の

改善などに関しては組合へ，作業の改善や創意の発揮に関しては小集団活動へ ，

福利厚生に関しては組合を通して，あるいは直接に会杜の厚生課へ，というよ

うに，個々の要求を実現して行くうえで多様なチャ ネルを選択的に用いる傾向
　　　　２）
がみられる」という 。この職場労使関係では，組合の関与と介入とが全く排除

されるものとはされていない。しかしその提起される意図からすれば，組合の

関与と介入を，新技術の導入過程と定着後の人員構成や労働条件なとについて ，

基本的に排除する願望は隠しきれない。つまりは，生産性交渉について，組合

の関与と介入を極力排除するために，職場労使関係の在り方か問題にされてき

たものである。労働関係の契約関係からの再構成は，まさにこのような意図で

の職場労使関係をしかも「制度」として形成するための法的基盤の整備つまり

　　　　　　　　　　　　　　　　（５０１）
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契約条件の履行保証，変更の手順と手続を確定することだといえよう 。

　労働関係の契約関係からの再構成は，労働基準について，法定基準の設定 ，

労働者の集団取引の法認による権利としての労働基準を否定する方向に向かわ

せる。労働関係の契約関係からの再構成は，雇用契約について雇用 ・就業形態

の多様性を承認し，複雑な労働関係を典型 ・非典型，正規 ・非正規の類型化に

よっ て労使紛争の種を制度の中で整理を容易にし，労働関係の構造化をもたら

した。同時に契約条件の明確化によっ て労使間の紛争を防止するという意図は ，

労働基準の法定についてその役割を大きく減退させることにもなる。すなわち

労働基準の法定基準は，自主的契約を保証するかぎりの類型基準であ って，実

際の契約条件の水準を法的に規制するようなものとしては，これを否定するこ

とが意図されているようである。さらにそうした法定基準が，労使交渉によっ

て弾力化されて運用される道が用意されることにな っては，労働基準は，類型

化と適用上の自主性において一つのソーノとして希釈化され暖味化さてしまう 。

労働関係の構造化は，労働基準の構造化をもたらし，その結果として労働基準

の権利性を変質させてしまう 。この変質は，市民法原理の修正にたいし再修正
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
につながるという意味からすれば，権利性の希薄化にほかならない 。

　　１）技術革新の新しい波が職場の技術環境と技能体系を変え，それにともな って職

　　　場の人員構成や労働条件も大きく変容しつつある。このような職場の変化が，二

　　　つの次元の問題を提起しているという 。すなわち「第１は，新技術導入にともな

　　　う要員の再編，配乾，再訓練等をどう処理するかとい った，導入過程において生

　　　ずる労使関係上の問題であり ，第２は，新技術が定着した段階で職場 レベルにど

　　　のような新しい労働条件と杜会関係のモデルがなりたったかといった，新技術下

　　　において成立する職場労使関係のありかたに関する問題である」（日本生産性本

　　　部　労使協議制常任委員会編『職場労使関係の研究』（労使筋議制常任委員会報

　　　告書，８２）日本生産性本部，１９８２年，１へ 一ノ）。 こうした問題関心から，職場

　　　労使関係の問題が提起されるという 。

　　２）職場労使関係は，親方的熟練労働者を軸とした一元的構造から，さまさまな関

　　　係を内に含む多元的な構造へと移行しつつあるとし，その原因は，高度経済成長

　　　下の重化学工業を中心に展開した技術革新に，その起点が求められている。しか

　　　し職場労使関係の課題化は，１９７０年代中期以降の企業合理化にともなう職場の技

　　　能環境と技能体系の変化を契機とするものという 。

（５０２）
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３）なお，労働関係の構造化にともなう労働基準の稀釈化の問題については，あら

　ためて別稿で展開を予定している 。

　２）労働基準の保障体系

　労働基準を権利として保障される水準としてとらえると ，労働基準は法定基

準の設定と労働者の集団取引の法認によって水準を決定されることになる 。し

たかって労働基準の保障は，労働基準法と労働組合法の関連性をもっ て基本的

な保障の枠組みをあたえられる。もちろんこの基本的枠組みは，今日において

は雇用保障と杜会保障の関連性によっ て補強されている 。

　雇用保障と杜会保障の関連法によっ て補強された労働基準法と労働組合法の

関連法をもっ て形成された保障の枠組み，すなわち労働基準の保障体系は，法

・政治的には現行憲法にもとづく権利の拡張と制限の対抗過程を経過しつつ ，

憲法的権利の実体を保障するものであ った。またそのようなものとしての労働

基準の保障体系は，高度経済成長に基礎づけられて展開したものであ った。も

ちろん局度経済成長は，平穏かつ平坦な過程ではなかったか，そこに形成され

た現代資本主義の労使関係の枠組みは，平穏かつ平坦ではなかった高度経済成

長の過程を受容しえた。というのは，この現代資本主義の労使関係の枠組みが ，

就業者と失業者を分離させた権利保障の枠組みとして成り立っていたからであ

る。 すなわちその枠組みのもとでは，生産性向上に協力する労働組合主義の賃

金引き上げは，離職か失業保険と公的扶助て救済されることをもっ て後顧の憂

いないものとして，これに協力することをえた。このことを逆に表現すれぼ ，

経済成長が，現代資本主義の労使関係制度を機能させるうえで，労働権の拡張 ，

それはわが国においては憲法的権利をめぐる政労資の法廷や議会での法 ・政治

的対抗の過程でもあ ったが，この拡張をある範囲でもたらすことを可能にした

ことであ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
　ところか経済成長主導の経済運営にたいする反省かおこり ，局度経済成長か

ら低経済成長へと転換するや，労働基準の権利拡張にも方向転換かはじまっ た。

この低成長経済への転換は，１９６０年代後半に急速に顕在化したインフレとそれ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５０３）
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をもたらした事情すなわちブレトン ーウ ッズ体制終末段階の為替市場介入が ，

世界の外貨準備を増加させ，準備を増加させた国の政府は，国内過剰流動性の

創出によっ て通貨管理を損なうことにな った事情のもとで，１９７０年代後半の政

策転換か生じた（三好正巳編著幌代日本の労働政策 ・増補版』，青木書店，１９８８年 ，

４～５べ 一ジ）。 インフレの昂進にかかわらず，需要増加は進まず失業が増加す

るといういわゆるスタグフレーショソ現象が６０年代末から７０年にかけて先進資

本主義国とくにアメリカ，イギリスで発生した。このスタクフレー：／ヨ：／の罪

は， ケインズ政策に求められ，非ケインズ政策への転換が開始された。この政

策転換では，昂進するイソフレヘの対策としてとられた通貨 ・信用の総量規制

が需要を減退させて失業の増加をもたらした。スタクフレー！ヨ１■といわれる

状況があらわれ，先進資本主義国の適応性を危うくしたこうした状況を発生さ

せたのは，杜会経済の硬直性（労働および資本市場の独自の問題，経済に対する政

府の直接間接の介入の増加，大規模な資本集約的テクノロ ジー の硬直化効果，大規模投

資， 国際貿易にける保護主義の復活など）によるともいわれる（経済協力開発機構編

　日本経済調査協議会訳［積極的調整政策　　先進国における産業構造調整への提言

　　』，金融財政事情研究会，１９８４年，１１ぺ 一ソ）。 わが国の巨大独占資本は，こう

した状況に対応して資本蓄積構造を補強するために，企業合理化をすすめ，収

益構造の変革をすすめた。巨大独占資本は，資本蓄積構造の補強とともに，過

剰資金の資産化によりキャピタル ・ゲイソの獲得に走りつつ，政府にたいして

はｒ安易な国債依存」を排しｒ行政改革による歳出カ ット」を求めた。市場機

構を信頼し，いまや企業行動にこそナソヨ ナルな レヘルの経済運営の方向決定

が委ねられるという主張が盛んにな ってきた。もちろん市場機構に杜会の信頼

をつなぎ留めるためには，企業に杜会的責任が求められることになる 。

　経済成長と構造調整との間には，摩擦 ロスや雇用についてなどの相関関係が

ある 。これを同１』提とすれは，「持続的なイ：／フレなき成長を回復するためには ，

供給サイドの有効な政策によって補足された適切な需要管理が必要であること

は明らかである。それゆえ政府は意識して積極的調整政策を追及し，変化に直

面している市場の柔軟性と弾力性を高める必要かある」（前掲『積極的調整政策

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５０４）
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　　先進国における産業構造調整への提言　　』 ，１２へ 一ノ）という 。しかもこの調
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
整は，整合性のあるマクロ 及びミクロ 経済政策を要求するという 。

　ミクロ 経済の柔軟性にとっ て， 所得分配と賃金形成は，一つの重要な関心事

である。賃金水準の柔軟性は，労働力の需給に応じて市場の価格（賃金）が変

動し，市場の価格の変動に応じて労働力の需給が変動するような労働市場の柔

軟性のもとて形成されるという 。この労働市場の柔軟性の回復は，「賃金の一

般的変動を保証する相対的過剰人口機能を確保し，賃金の自由な市場価格とし

ての決定を保証することである。しかしその場合に，玩代資本主義が完全雇用

を建前とする限り ，労働市場に確保された相対的過剰人口を完全雇用と調和さ

せることが必要である。その調和のためには，一つには，構造的失業を複雑多

様な雇用就業形態で吸収すること ，二つには，賃金の決定を契約関係として徹

底する保証が必要となる。そのための第一の対応は，労働基準の『改正』によ

って労働関係を構造化して基準を希釈化し，基準規制を緩和する抜け道を用意

することである。こうした『改正』を通じて失業者に就業を強制することを狙

っている。第二の対応は，集団的労働関係と個別的労働関係の機能分担が意図

されることである。規制緩和が労働協約の多用を求めさせるし，契約関係を軸

として労働関係をとらえて，労働関係の法的規制よりも労働協約とともに雇用

契約か契約を基礎とするものであるとして重視される。しかしその反面て，団

体交渉の絶対化を避げるために，個別的労働関係が重視され雇用契約関係，契

約条件の明確化のための規制が重視される」（前掲『現代日本の労働政策』増補版 ，

２７３～２７４べ 一ジ）。 したがって労働市場の柔軟性は，これまでの労働制度の換骨

奪胎をねらい労働にかんする憲法的権利の抑圧をもたらす 。

　　１）経済成長に自主的な限界を設け，その自然の限界の範囲内ての安定した杜会の

　　　形成をとくローマ　クラフのセロ 成長論（Ｔｈｅ　Ｌｍ１ｔｓ　ｔｏ　Ｇｒｏｗｔｈ　Ａ　Ｒｅｐｏ血ｆｏｒ

　　　 ｔｈｅ　Ｃｌｕｂ　ｏｆ　Ｒ
ｏｍｅ

’ｓ　Ｐｒｏ』ｅｃｔ　ｏｎ　ｔｈｅ　Ｐｒｅ
ｄｌｃａｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｍａｎｋｍｄ，１９７２大来佐武郎監

　　　訳『成長の限界一ローマ ・クラブ＜人類の危機＞ レポート』，ダイヤモンド杜 ，

　　　１９７２年）のイデオ ロギーはその例である。あるいはわが国政府が，１９７６年６月に

　　　ＯＥＣＤに提出した報告書「日本における杜会政策総合化への現状」では，高度

　　　経済成長のマイナス面にふれ，ｒＧＮＰ体系に基づくマクロ 的なガイドライン を

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５０５）
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　　示す経済計画としての性格よりも，広く杜会問題をも含む経済杜会計画」化かす

　　すんできたことが指摘されている。高度成長がもたらした杜会構造の変化のもと

　　で，「高度成長よりも安定した充実した国民生活」が望まれるようにな ったとも
　　指摘されている。そこには，「経済主導型の発展は，種々の杜会的摩擦とアノハ

　　 ランスを惹き起こした」（経済企画庁国民生活政策課編丁総合杜会政策を求めて

　　　　福祉杜会への論理　　』，大蔵省印刷局，１９７７年）という認識がある
。

　２）マクロ経済のパフォーマンス（価格水準の安定，総需要の安定，対外均衡，雇

　　用，経済成長）は，ミ クロ経済の柔軟性と相互規定的関係にあるという 。ミクロ
　　経済の柔軟性にとっ てマクロ経済の安定が望まれ，マク日経済の管理の成功のた

　　めには ミクロ経済の柔軟性が求められるという（経済協力開発機構編　日本経済

　　調査協議会訳『積極的調整政策　　先進国における産業構造調整への提言　　』
，

　　金融財政事情研究会，１９８４年，１３～１７ぺ 一ジ）。 こうして規制緩和による市場原

　　理重視の政策が主張される 。

４． 結　　　語

　１９７０年代末から１９８０年代初頭の時期を転機として，労働制度の機能調整の変

換を目指す動きがみられた。１９７０年代後半以降の「低成長」時代の開始は，ケ

イ１■ズ的政策から非ケインズ的政策への転換が，その転換とともにもたらした

スタグフレーションを発現させた。このスタグフレーションをきっ かげに，対

応する蓄積様式の構築のために，独占資本を中心に「減量経営」による企業収

益構造の転換がすすめられた。またスタクフレー！ヨ：■のもとで，先進資本主

義国では，こうした新しい状況に適応するうえで杜会経済の硬直性が椌桔とし

て意識されるようにな った。１９７０年代に入って国際的関連のもとで金融上の政

策転換が課題となるが，とくに１９７０年代末から１９８０年代初頭の時期は，杜会経

済の硬直性を解消し，マクロ経済の弾力化のために，国内経済政策の転換が開

始された。そしてこの転換にもとづく規制緩和そのための一つとして，労働制

度の「改革」がすすめられることにな った。わが国においてこうした労働制度

「改革」がすすむ転機とな ったのが，１９８０年代前半のこの時期というわげであ

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５０６）



　　　　　　　　　　　　　労働基準再論（三好）　　　　　　　　　　　　　１２３

　労働制度の「改革」については，これまで別に論じてきたし，さらに論じね

ばならないが，これまでの「改革」は，第二次世界大戦後に完成し展開してき

　　　　　　１）
た制度的枠組みの基本的枠組みを残しつつ，機能の変換をはかるというものて

あっ た。 したがってこの「改革」は，マクロ 経済の弾力化のために既存の労働

制度を調整するものであ った。これまでの労働制度は，憲法的権利の拡張なし

には展開もできないし，それが十分に機能することもできないものであ った 。

いま進行している労働制度の「改革」は，憲法的権利の制限なしにはすすめえ

ないものである。この憲法的権利の制限とともにすすめられる労働制度の「改

革」は，経済学的にはいかなる内容をもつものてあるのか 。

　こうした問題を解くためには，一つには「改革」された労働制度を分析しう

る新しい理論枠の構築が必要ということ ，二つには権利の拡張と制限とを媒介

にする労働制度の経済学的内容を明らかにする必要かあるということ ，てある 。

第一の必要は，１９７０年代末から１９８０年代初頭を転機として展開する労働制度の

「改革」を，新しい階梯として把握することが前提される。第二の必要は，労

働基準を価値法則から解明するという方法を前提とする 。

　そこで労働制度そのものの解明は，価値法則の展開が労働力の価値革命に与

える制度の影響を明らかにすることであり ，そのために労働基準が，はじめに

分析される対象として設定されるのである。また労働力の価値革命に与える制

度の影響を明らかにするには，径済と国家の関係を統括的に把握できる政治経

済学的分析か必要てある。いまこそマルクス経済学の真価か示されるへき時て

ある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
　本稿は，これまでに検討してきた労働基準ないし労働制度にかんする諸論稿

を整理するものてあ ったか，同時に国際的な視点を加えて展開する予定てあ っ

た。 そのために国際労働基準について検討することを予定していた。しかしこ

の問題については，ＩＬＯによる国際基準の普及，先進資本主義諸国の制度的

枠組みの普及にたいし，多国籍企業の活動との関係，非ケインズ的政策との関

係がもたらすであろう規制としての基準との対抗など，検討すべき課題を残し

ていること ，それに紙幅もつきたということから，これらの問題は残さざるを

　　　　　　　　　　　　　　　　（５０７）



　１２４　　　　　　　　　　立命館経済学（第３７巻　第４５号）

えなかった 。

　　 １）　この制度的枠組みがいつ成立したかということにかかわって，第二次世界大戦

　　　の前と後との連続，不連続の問題などがあるが，ここでは労使関係を含む広い内

　　　容でとらえた労働制度として統括的に把握している。したがって杜会保障制度と

　　　の関連をも含め，またこの枠組みが国際的に普及される過程も含めて理解しよう

　　　とする限りで，ここでは一応戦後の枠組みとしてとらえることとした
。

　　 ２）拙稿「現代資本主義と労働基準」（１），（２）， ｒ立命館経済学』第３２巻第４号，第

　　　 ５６号，「現代資本主義の労働制度　　国家独占資本主義の杜会政策論のために

　　　　　 」（１），（２）， 『立命館経済学』第３３巻第２号，第３３巻第４号など
。

（５０８）


